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旭川市経営継承・発展支援事業補助金交付要綱

目 次
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第１章 総則

（趣旨）

第１条 この要綱は，旭川市経営継承・発展支援事業（以下「支援事業」という。）の実施に

当たり，市長が交付する補助金の交付手続等に関し，基本的な事項を規定することにより，

補助金に係る交付事務の適正化を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「補助金」とは，市長が交付する経営継承・発展等支援事業実施要綱

（令和３年３月26日付け２経営第2988号農林水産事務次官依命通知。以下「国要綱」という｡)

別記１に定める経営継承・発展支援事業による補助金をいう。

２ この要綱において「法令」とは，法律，法律に基づく命令（告示を含む），国要綱，担い手

育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第350号農林水産

事務次官依命通知。以下「国交付要綱」という。），「経営継承・発展等支援事業」実施に関

する交付規則（令和６年５月７日一般社団法人全国農業会議所制定。以下「実施規則」とい

う。），旭川市補助金交付基準（平成16年７月26日付け旭財第99号）及び旭川市経営継承・発

展支援事業補助金交付要綱をいう。

第２章 補助金の交付の申請等

（事業提案書類の提出）

第３条 支援事業による助成を受けようとする補助対象者は，市長に対し，次の各号に掲げる書

類を，市長が定める期日までに提出しなければならない。

⑴ 取組承認申請書（国要綱別記１－様式第１号）

⑵ 経営発展計画（国要綱別記１－様式第２号）及び応募時提出資料一覧（別表）に掲げる添

付資料

⑶ 経営発展計画の申請内容に関するチェックリスト（実施規則別記１－様式第12号）

⑷ 実施要綱の配分基準表(国要綱別記１－別表２)に基づくポイント付与に関する根拠資料

２ 市長は，前項の規定により事業提案書類を提出した者について，経営発展計画における補助

額の合計が予算を上回る場合，選考を行い，不採択となった者に対し，選考結果通知書（様式

第１号）により選考結果を通知するものとする。

３ 市長は，国要綱別記１第２の１の(1)に基づく採択の通知を受けた場合には，前項の規定に

より選定した補助対象者に対して，採択結果通知（様式第２号）により結果を通知するものと

する。

（計画承認申請及び交付申請）

第４条 前条第３項の規定により採択の通知を受けた補助対象者（以下「助成対象者」という｡)

は，市からの採択結果通知受理後５日以内に，次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければ
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ならない。なお，この場合において，各号に掲げる書類は同時に提出可能とし，第１号に

掲げる書類については，第３条第１項の規定により提出する書類と変更がない場合は，

当該書類と同様の書類を提出すること。

⑴【計画承認申請関係】第３条第１項各号に掲げる書類

⑵【交付申請関係】補助金交付申請書（様式第３号）

２ 市長は，国要綱別記１第２の１の(3)に基づく事業実施計画の承認通知を受けた場合には，

前項第１号に掲げる取組承認申請書（国要綱別記１－様式第１号）を提出した助成対象者に対

して，事業実施計画の承認結果通知（様式第４号）により承認の結果を通知するものとする。

３ 助成対象者は，市長から事業実施計画の承認通知を受理した後，やむを得ない事情により当

該交付の決定を受ける前に本事業に着手をする必要がある場合は，交付決定前着手届（様式

第５号）を市長に提出しなければならない。この場合において，助成対象者は，当該交付の

決定を受ける前に本事業に着手をする場合は，補助金の交付を受けることが確実となってから

着手をすることとし，当該交付の決定を受けるまでの期間内に行った本事業について天災地変

等のあらゆる事由によって生じた損失等は，自らの責任とすることを了承の上行うものとする

。

（計画変更承認申請及び交付変更申請）

第５条 助成対象者は，やむを得ない理由により，次のいずれかの変更が生じた場合は，取組承

認申請書（国要綱別記１－様式第１号）を市長に提出するものとする。

⑴ 事業内容の追加，中止又は廃止

⑵ 事業目的の変更

⑶ 事業費の30％を超える増又は補助金の増

⑷ 事業費又は補助金の30％を超える減

また，既に補助金交付申請をしている場合には，補助金交付（変更）申請書（様式第３号

）を合わせて提出するものとする。

２ 市長は，国要綱別記１第２の１の(7)に基づく事業実施計画の承認通知を受けた場合には，

前項の規定により取組承認申請書を提出した助成対象者に対して，事業実施計画の承認結果通

知（様式第４号）により承認の結果を通知するものとする。

（交付決定の通知）

第６条 市長は，予算の範囲内において，補助金を交付すると決定し，又は交付しないと決定し

たときは，速やかにその決定の内容を第４条第１項の規定により補助金交付申請書を提出した

助成対象者に対して，交付決定通知書（様式第６号）により通知するものとする。

第３章 支援事業の遂行等

（事業実施期間）

第７条 国要綱別記１第２の１の(1)の経営発展計画の事業は，原則として第６条の交付の決定

後から当該年度の１月末日まで（交付決定日以前に発生した経費は，原則として補助金の対象

とならない。）に行うものとする。

（事業完了報告）

第８条 助成対象者は，経営発展計画に記載された取組を完了したときは，取組完了報告書（国

要綱別記１－様式第８号）を作成し，事業を完了した後30日を経過する日，又は事業実施年度

の２月末日のいずれか早い日までに市長へ提出するものとする。

（事業の評価等）

第９条 助成対象者は，事業実施年度から経営発展計画に定めた目標年度まで，毎年３月末日ま

でに市長へ経営発展計画に記載された取組の実施状況等について，実施状況報告書（国要綱別
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記１－様式第９号）により報告する。

２ 市長は，第１項により報告を受けた場合は，その内容について評価を行い，必要に応じて助

成対象者に対して指導を行うものとする。この場合において，助成対象者の実施状況が不十分

と認められる場合は，市長は必要に応じ，農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令

和６年３月28日付け５経営第3141号農林水産事務次官依命通知）別記１の第３の４の（２）の

カの専門家等を活用するよう助成対象者に対して指導を行うものとする。

第４章 補助金の交付及び返還等

（補助金の額の確定）

第10条 市長は，第８条の規定による完了報告を受けた場合においては，当該取組完了報告書等

の内容の確認を行い，適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，交付額確定

通知書（様式第７号）により，当該助成対象者等に通知するものとする。

２ 市長は，前項の規定により交付すべき補助金の額が，第６条で決定した交付決定額と相違す

る場合は，同条による決定を変更し，交付額確定通知書（様式第７号）により当該助成対象

者に通知するものとする。

（補助金の返還等）

第11条 市長は，補助金の交付の決定をした場合において，その後の事情の変更により特別の必

要が生じたときは，補助金の全部若しくは一部を返還させ，又は当該補助金の全部若しくは一

部を交付しないものとする。

⑴ 経営発展計画に記載された取組を廃止した場合

⑵ 経営発展計画に記載された取組を実際に行っていないと認められる場合

⑶ 経営発展計画に記載された取組の実施状況等の報告を行わない場合

⑷ 経営発展計画に記載された取組について，市が繰り返し指導を行ったにも関わらず改善に

向けた取組を行わない場合

⑸ 国要綱，国交付要綱，実施規則又は本交付要綱に違反した場合

⑹ 虚偽の報告等本事業に関する不正が認められる場合

２ 市長は，前項の処分をしたときは，速やかにその旨を助成対象者に通知するものとする。

第５章 雑則

（帳簿及び書類の備付け）

第12条 助成対象者は，当該支援事業に関する帳簿及び書類を備え，これを整理しておかなけれ

ばならない。

２ 前項の帳簿及び書類は，支援事業の完了の日の属する年度の翌年度から整備施設等の処分制

限期間まで保存しなければならない。

（整備した機械装置等の管理運営等）

第13条 助成対象者は，支援事業により整備した単価50万円（税込み）以上の機械装置等

（以下「処分制限財産」という。）については，減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）に規定する耐用年数表に相当する期間に準じた処分制限

期間が存在するため，次のとおり常に良好な状態で管理し，必要に応じて修繕，改築等

を行い，その整備目的に則して最も効率的な運用を図るなど，適正に管理運営すること。

⑴ 助成対象者は，処分制限財産の管理状況を明確にするため，財産管理台帳（実施規

則別記１－様式第18号）を備え置くこと。

⑵ 助成対象者は，処分制限財産の管理運営状況を明らかにし，その効率的運用を図る

ため，適宜管理運営日誌又は利用簿等の作成，整備及び保存をすること。

２ 助成対象者は，その整備した処分制限財産について，処分制限期間内に財産処分の必
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要がある場合や災害を受けた場合は，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号）第22条に準じた財産処分として，実施要綱別記１第４条第２項

及び第３項に基づき，適切な申請手続を行うものとする。この申請を受け，市は，事業

実施主体の承認を受けるものとする。

３ 災害の報告

助成対象者は，処分制限財産について，処分制限期間内に災害により被害を受けたと

きは，遅滞なく市長へ報告するものとする。

（その他）

第14条 この要綱に定めるもののほか，この事業の実施に関して必要な事項は，市長が別

に定める。

附 則

（施行期日）

この要綱は，令和３年１１月２６日から施行し，令和３年度の予算に係る補助金から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は，令和４年７月８日から施行し，令和４年度の予算に係る補助金から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は，令和５年６月１４日から施行し，令和５年度の予算に係る補助金から適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は，令和６年６月１３日から施行し，令和６年度の予算に係る補助金から適用する。

様式

１ 旭川市経営継承・発展支援事業に係る旭川市選考結果について（様式第１号）

２ 旭川市経営継承・発展支援事業に係る採択結果について（様式第２号）

３ 旭川市経営継承・発展支援事業補助金交付（変更）申請書（様式第３号）

４ 旭川市経営継承・発展支援事業に係る事業実施計画の承認結果について（様式第４号）

５ 旭川市経営継承・発展支援事業交付決定前着手届（様式第５号）

６ 旭川市経営継承・発展支援事業に係る補助金交付（変更）決定について（様式第６号）

７ 旭川市経営継承・発展支援事業に係る補助金交付額の確定について（様式第７号）
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（別表）応募時提出資料一覧

【補助対象者が個人事業主の場合】

【補助対象者が法人の場合】

書類 注意点

個人事業の開業・廃

業等届出書（写し）

税務申告書類 ・補助対象者が個人事業主の場合は，必須書類

・事業の引継ぎを受けた先の住所，氏名の記載

があること。

・収受日付印が押印（税務署においてe-Taxによ

り申告した場合は，受付日時が印字）されてい

ること。

・継承時点の所得税

確定申告書第一表及

び第二表（写し）

・継承時点の所得税

青色申告決算書（写

し）

税務申告書類 ・必須書類（申請者の先代事業者分）

・所得税法143条に規定する青色申告の承認を受

けている場合

・収受日付印が押印（税務署においてe-Taxによ

り申告した場合は，受付日時が印字）されてい

ること。自宅からe-Taxにより申告した場合は，

「受信通知（メール詳細）」を提出。

所得税の青色申告承

認申請書（写し）

税務申告書類 ・必須書類（申請者分）

・収受日付印が押印（税務署においてe-Taxによ

り申告した場合は，受付日時が印字）されてい

ること。自宅からe-Taxにより申告した場合は，

「受信通知（メール詳細）」を提出。

家族経営協定（写

し）

任意様式 家族農業経営の場合

書類 注意点

履歴事項全部証明書

（写し）

登記事項証明

書

任意組織以外の場合

定款又は組織及び運

営についての規約

（写し）

任意様式 任意組織の場合

・継承時点の法人税

確定申告書別表一

（写し）

・継承時点の損益計

算書（写し）

税務申告書類 ・必要書類（補助対象者分，又は先代事業者か

らその経営に関する主宰権の移譲を受けると同

時に農業経営の法人化を行った場合にあっては

補助対象者の先代事業者分）

・法人税法第121条第１項に規定する青色申告の

承認を受けている場合

・収受日付印が押印（税務署においてe-Taxによ

り申告した場合は，受付日時が印字）されてい

ること。事務所などからe-Taxにより申告した場

合は，「受信通知（メール詳細）」を提出。
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法人税の青色申告承

認申請書（写し）

税務申告書類 ・必要書類（補助対象者分，又は先代事業者か

らその経営に関する主宰権の移譲を受けると同

時に農業経営の法人化を行った場合にあっては

補助対象者の先代事業者分）

・法人税法第１２１条第１項に規定する青色申

告の承認を受けている場合

・収受日付印が押印（税務署においてe-Taxによ

り申告した場合は，受付日時が印字）されてい

ること。事務所などからe-Taxにより申告した場

合は，「受信通知（メール詳細）」を提出。


